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１．平成１４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

  （１）連結経営成績                                    （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

        売  上  高         営 業 利 益       経 常 利 益   

  

 平成１４年３月期 

 平成１３年３月期 

              百万円      ％ 

   ３６４，５５４（△ １．３） 

   ３６９，１９０（  ９．９） 

           百万円       ％ 

  １９，６０７（△４９．２）   １６，４７５（△５４．２） 

  ３８，６３４（  ２．２）   ３５，９７６（  ２．４） 

           百万円       ％ 

 

 

 

 

 

当 期 純 利 益 

 

１株当たり 

当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 

 

 

 平成１４年３月期 

 平成１３年３月期 

              百万円      ％ 

     ７，３９３（△５９．４） 

    １８，１９４（△ ２．２） 

               円 

    ６，７０４ 

   １７，９６５ 

         ％ 

   ２．１ 

   ５．４ 

          ％ 

    ２．５ 

    ５．４ 

         ％ 

   ４．５ 

９．７ 

 

 

  （注）  １．持分法投資損益  平成１４年３月期 △７７６百万円   平成１３年３月期 △６７７百万円 

       ２．期中平均株式数  平成１４年３月期 １,１０２,７４６株 平成１３年３月期 １,０１２,７４６株 

     ３．会計処理の方法の変更    なし 

     ４. 売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率  

  （２）連結財政状態 
 
 総  資  産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 
 
 

   

 平成１４年３月期 

 平成１３年３月期 

              百万円 

６８０，８５２ 

６６０，２５４ 

              百万円 

  ３６１，３０６ 

  ３２９，５４８ 

                 ％ 

       ５３．１ 

       ４９．９ 

              千円 

    ３１７ 

    ３２５ 

 
 

 
 （注） 期末発行済株式数（連結）平成１４年３月期 １,１３８,７４６株 平成１３年３月期 １,０４８,７４６株 

  （３）連結キャッシュフローの状況 
 
 営業活動による 

キャッシュフロー 

投資活動による 

キャッシュフロー 

財務活動による 

キャッシュフロー 

現金及び現金同等物 

期   末   残   高 

 
 

               百万円               百万円               百万円              百万円 

 
 

 
  平成１４年３月期 

 平成１３年３月期 

   ４０，７６７ 

４９，０２３ 

△ ４２，６８５ 

△ ６０，９６４ 

     ２，１０３ 

△    ４５８ 

４９，４４４ 

４７，３４８ 

 
 

 
  

  （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数 １０４社 持分法適用非連結子会社数 ３社 持分法適用関連会社数 ５社 

  （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結（新規）   ４社 （除外） ４社 持分法（新規） ０社 (除外) ０社 

                                                  

  

                                          1



ファイル名:企業結合 更新日時:02/05/22 20:22 印刷日時:03/02/05 15:56 
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１．企業集団の状況 
 
当社グループ(YKK(株)(以下、当社という。)及び当社の関係会社)は、子会社 114 社及び関連会社７社で構成さ
れ、ファスニング、建材、ファスニング加工機械及び建材加工機械等の製造・販売を主な事業内容とし、更に各

事業に関連するアルミ地金販売、金融及びその他のサービス等の事業活動を展開している。なお、一部の関係会

社では複数の事業活動を展開している。 
当社グループ内の各主要事業に係わる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであり、

各主要事業と事業の種類別セグメントは同一である。 
 
【ファスニング事業】 
 ファスニング製品等を当社、YKK U.S.A.社ほか子会社 74 社及び大阪ファスナー販売(株)ほか関連会社３社が
製造及び販売しており、一部は当社グループ内で仕入れて再販売している。 

 
【建材事業】 
建材製品を当社、YKK AP アメリカ社ほか子会社 10 社及び関連会社である YKK アーキテクチュラルプロダ
クツ(株)が製造及び販売している。また、アルメリカ社ほか子会社３社がアルミ地金の販売に携わっている。そ
れらの地金は当社で輸入している。 
 
【その他の事業】 
ファスニング加工用機械、建材加工用機械、金型・治具ほかを当社が製造し、主に、当社グループ内の各会社

に販売している。YKK コーポレーション・オブ・アメリカほか子会社４社が在外子会社の管理統轄を行ってい
る。その他、ファイナベスト社ほか子会社２社で金融、(株)ワイケイケイ保険サービスほか子会社 18 社及び関
連会社２社でその他のサービス等の事業活動を行っている。 
 
以上の事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

           外    部    顧    客 

 Y  K  K  ㈱ 

国 内 会 社 
㈱ファスニング 21 

YKK ｱｰｷﾃｸﾁｭﾗﾙﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ㈱ 

㈱YKK保険ｻｰﾋﾞｽ

フ
ァ
ス
ニ
ン
グ 

建 

材 

そ
の
他
の
事
業 

 子会社   ４社 
 関連会社  ２社 

他５社 

 子会社  15社 
 関連会社 １社 

他 15社 

 関連会社  1社 

在 外 会 社 
YKK U.S.A.社 

YKK AP ｱﾒﾘｶ社 

YKK ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ･ｵﾌﾞ･ｱ
ﾒﾘｶ 

フ
ァ
ス
ニ
ン
グ 

建 

材 

そ
の
他
の
事
業 

 子会社  71社 
 関連会社 ２社 

他 72社 

 子会社  12社 
 関連会社 1社 

他 12社 

 子会社  15社 
他 14社 
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２．経営成績 
当連結会計年度における内外経済情勢をみると、調整局面入りしていた米国経済が、同時多発テ

ロ事件発生の影響を受けながらも、在庫調整の進展・生産回復に伴い底入れの兆しがみられるよう

になった反面、欧州経済・アジア諸国経済はともに景気減速が鮮明になっていた。 
 一方わが国経済は、厳しい調整局面が続く中で、輸出や鉱工業生産面で底を探る動きが顕在化し

はじめたが、雇用や設備投資を巡る環境は悪化を続けており、また企業の収益環境、家計の所得環

境の依然として厳しい状況が内需の立ち上がりを抑制するため、回復に向けた足取りは極めて重い

ものとみられていた。 
この様な環境の下、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、引き続き徹底的

なコストダウンによる体質の強化および収支改善策を推進し、また積極的な新商品の導入と一層の

顧客対応力の強化・顧客満足度の向上に努めてきたが、当連結会計年度の業績は、売上高は

364,554 百万円と前連結会計年度に比べ 4,635 百万円（△1.3％）の減収となった。また、利益につ
いては、国内外ともに景気減速基調という状況下における価格競争の激化など、大変厳しい市場環

境を反映し、営業利益が 19,607 百万円と前連結会計年度に比べ 19,027 百万円（△49.2％）、経常
利益が 16,475 百万円と前連結会計年度に比べ 19,500 百万円（△54.2％）、当期純利益は 7,393 百
万円と前連結会計年度に比べ 10,801百万円（△59.4％）の大幅減益となった。 
 
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 
【ファスニング事業】 
 ファスニング事業は、米国をはじめとする景気の停滞と消費の減退、これに影響を受けたアジア

地域での生産の減少が顕著であったこと、また世界的にファスナー多本使いのファッションが沈静

化したことなど、大変厳しい市場環境の下で、一層の顧客満足度の向上に努め、納期をはじめ顧客

サービスの強化を徹底し、その改善に邁進してきた。 

その結果、売上高は 198,113 百万円と前連結会計年度に比べ 2,774 百万円（＋1.4％）の微増収と

なったものの、営業利益は 20,824 百万円と前連結会計年度に比べ 14,447 百万円（△41.0％）の減

益となった。 
【建材事業】 
 建材事業は、海外市場が引き続き順調に推移する反面、国内市場においては、景気の長期低迷を

反映して住宅需要の減少が顕著となり、さらには市場における構造的供給過剰により一段と価格競

争が激化し事業環境は厳しさを増すという状況の下で、断熱性と環境配慮を追求した新商品の導入

に取り組み、徹底的なコストダウンおよび収支改善策の推進に務めてきた。 

その結果、売上高は 157,992 百万円と前連結会計年度に比べ 6,471 百万円（△3.9％）の減収とな

り、営業利益は、一段と厳しさを増す国内市場環境を反映し、2,925 百万円と前連結会計年度に比

べ 3,582 百万円（△55.1％）の大幅減益となった。 
【その他の事業】 
 工機事業が、ファスニングの仕上加工関連を中心としたグローバル・ソーサー対応設備の導入が

一段落したこともあって伸び悩んだ結果、売上高は 8,448 百万円と前連結会計年度に比べ 938 百万
円（△10.0％）の減収となり、営業利益は 2,433 百万円と前連結会計年度に比べ 3,022 百万円（△
55.4％）の大幅減益となった。 
 
事業の所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 
【日 本】 
 ファスニング業界では低価格志向の高まりによる海外調達が急増、さらにファスナー多本使いの

ファッションが沈静化、建築業界では市場における価格競争が一段と激化するなど厳しい事業環境

の下で、積極的な新商品の導入および顧客対応力の強化・顧客満足度の向上に努めたが、売上高は

177,912 百万円と前連結会計年度に比べ 23,896 百万円（△11.8％）の減収となり、営業利益は、一
段と厳しさを増す市場環境を反映し、8,135 百万円と前連結会計年度に比べ 14,341 百万円（△
63.8％）の大幅減益となった。 
【北 米】 
 米国の景気停滞感からくる消費の減退は大きく、あらゆる分野における生産調整の影響を受けた反面、
為替換算の影響もあって、売上高は 53,851 百万円と前連結会計年度に比べ 1,953 百万円（＋3.8％）の
微増収となったものの、営業損益は、USA 社を中心とした販売ボリューム減少による利益減および工場
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操業度低下による固定費負担増により、294 百万円の損失と前連結会計年度に比べ 6,020 百万円の大幅
減益となった。 
【欧 州】 
 婦人子供服分野におけるファスナー付きファッションの沈静化および市場の空洞化など市場環境

は厳しさを増す反面、為替換算の影響もあって、売上高は 32,232 百万円と前連結会計年度に比べ
2,267 百万円（＋7.6％）の増収となったものの、営業利益は、主として北部主要国における工場操
業度低下による固定費負担増により、1,803 百万円と前連結会計年度に比べ 730 百万円（△
28.8％）の減益となった。 
【アジア】 
 米国景気停滞と消費減退の影響を大きく受けたものの、欧米大手顧客のグローバル調達対応を強

力に推進したことに加えて、為替換算の影響もあって、売上高は 79,297 百万円と前連結会計年度
に比べ 12,541百万円（＋18.8％）の増収となったものの、営業利益は、東アジア地域における工場
設備増強による減価償却費負担増などにより、7,280 百万円と前連結会計年度に比べ 3,289 百万円
（△31.1％）の減益となった。 
【その他の地域】 
 中南米地域における米国景気停滞の影響はあったものの、トルコおよびアフリカ地域が好調に推

移した結果、売上高は 21,260百万円と前連結会計年度に比べ 2,498百万円（＋13.3％）の増収とな
り、営業利益は 5,641百万円と前連結会計年度に比べ 1,454百万円（＋34.8％）の増益となった。 
３．対処すべき課題 
今後の経済動向は、米国経済は企業部門の調整が一巡しつつあり、緩やかながらも回復基調を続

けると考えられ、欧州、アジア諸国においても景気は回復に向かうとみられるが、その足取りは緩

慢なものが予想される。一方わが国経済は、引き続き調整色が根強く残るものの、景気悪化には歯

止めがかかるものと考えられる。 

 このような見通しの下、ファスニング事業では、国内の顧客は海外縫製を推進し、資材の現地調

達志向が強くなる中、一層の顧客密着、品質・納期サービス、新商品開発力を強化していく一方で、

世界的な市場構造の変化に対応すべく、広くアジアを視野に入れたサプライ・チェーンを構築し、

販売および生産の効率を高め、トータル・コストでの競争力を高めていく所存である。 

 建材事業では、国内の事業環境がさらに厳しさを増すことが予想される下、従来の新設住宅だけ

でなく、ストック住宅に対するリモデル需要を視野に入れた事業展開に取り組んでいく。製造面で

は、引き続き徹底したコストダウンに取り組み、押出機においても、能力向上と効率性を追求し、

不稼働機を事業規模に合わせて計画的に廃棄していく予定である。商品面では、「MAKE-UP STYLE 暮

らしをもっと自分らしく」を商品展開の軸に据えて、全開放サッシ、アルミと木の複合窓、ヨーロ

ッパタイプの木質玄関ドアなどの投入に取り組んでいく。また海外市場においては、品質管理体制

の強化・充実を図り、顧客視点での徹底したサービス改善とさらなるコストダウンへの挑戦を推進

するとともに、中国市場における経営基盤強化を推進し、YKK ブランドの構築・確立を図る所存で

ある。 

 工機事業では、グループ各事業の競争力強化を図るため、技術提案の強化、技術課題のブレーク

スルーを目的とした 3 次元 CAD/CAE（コンピュータ援用設計/エンジニアリング）活用によるフロン

トローディング、エンジニアリング事業の拡大および高速位置決め技術、精密加工技術、画像検査

技術、FA システムなどのコア技術の深耕と要素技術開発に取り組んでいる。また、コスト低減、ス

ピード対応力を強化するため、IT 活用による業務効率の向上、IT（情報技術）と MT（製造技術）の

融合によるモノ造りのインテリジェント化、無人化、高能率化、システム化を推進し、さらなる事

業体質の向上を図る所存である。 

 今後も引き続き厳しい環境が続く中、当社グループでは、激化する競争に勝ち抜き、健全なる成

長を図るために、めざすべき姿・目標に向けて必要な改革を決断、勇気とスピードを持ってそれに

挑戦し、業績の向上に努力する所存である。 
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　連　結　貸　借　対　照　表　

（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成13年３月31日現在） （平成14年３月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　資　産　の　部　） ％ ％

 流　　動　　資　　産 　 273,162   41.4   　 275,955   40.5   　 2,793     

現 金 及 び 預 金 　 50,790    　 51,697    　 907       

受取手形及び売掛金 　 97,618    　 82,472    △ 15,146    

有 価 証 券 　 2,119     　 1,869     △ 250       

た な 卸 資 産 　 86,474    　 107,448   　 20,974    

繰 延 税 金 資 産 　 4,169     　 3,847     △ 322       

短 期 貸 付 金 　 26,351    　 16,943    △ 9,408     

そ の 他 　 7,358     　 14,073    　 6,715     

貸 倒 引 当 金 △ 1,721     △ 2,396     △ 675       

　 　 　

 固　　定　　資　　産 　 387,092   58.6   　 404,896   59.5   　 17,804    

有 形 固 定 資 産 　 318,149   48.2   　 331,516   48.7   　 13,367    

建 物 及 び 構 築 物 　 141,277   　 147,945   　 6,668     

機械装置及び運搬具 　 90,172    　 101,235   　 11,063    

土 地 　 67,584    　 65,365    △ 2,219     

建 設 仮 勘 定 　 8,883     　 4,497     △ 4,386     

そ の 他 　 10,232    　 12,472    　 2,240     

　 　 　

無 形 固 定 資 産 　 10,112    1.5    　 12,639    1.9    　 2,527     

営 業 権 　 302       　 240       △ 62        

連 結 調 整 勘 定 　 5,004     　 4,379     △ 625       

そ の 他 　 4,804     　 8,019     　 3,215     

　 　 　

投資その他の資産 　 58,829    8.9    　 60,740    8.9    　 1,911     

投 資 有 価 証 券 　 28,160    　 24,691    △ 3,469     

長 期 貸 付 金 　 6         　 9         　 3         

繰 延 税 金 資 産 　 19,679    　 23,716    　 4,037     

そ の 他 　 11,100    　 12,529    　 1,429     

貸 倒 引 当 金 △ 117       △ 206       △ 89        

　 　 　

　 　 　

資　　産　　合　　計 　 660,254   100.0  　 680,852   100.0  　 20,598    
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（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成13年３月31日現在） （平成14年３月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　負　債　の　部　） ％ ％

 流　　動　　負　　債 　 165,463   25.1   　 177,325   26.0   　 11,862    

支払手形及び買掛金 　 49,636    　 49,244    △ 392       

短 期 借 入 金 　 42,147    　 46,538    　 4,391     

一年内返済予定の長期借入金 　 8,773     　 10,259    　 1,486     

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー -         　 5,000     　 5,000     

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 -         　 10,000    　 10,000    

未 払 法 人 税 等 　 9,757     　 1,194     △ 8,563     

繰 延 税 金 負 債 　 132       　 449       　 317       

賞 与 引 当 金 　 7,701     　 6,565     △ 1,136     

従 業 員 等 預 り 金 　 23,103    　 23,757    　 654       

そ の 他 　 24,211    　 24,314    　 103       

　 　 　

 固　　定　　負　　債 　 144,735   21.9   　 132,437   19.5   △ 12,298    

社 債 　 56,409    　 47,345    △ 9,064     

長 期 借 入 金 　 24,442    　 17,718    △ 6,724     

繰 延 税 金 負 債 　 4,998     　 5,059     　 61        

退 職 給 付 引 当 金 　 55,108    　 58,379    　 3,271     

役員退職慰労引当金 　 738       　 777       　 39        

そ の 他 　 3,038     　 3,158     　 120       

　 　 　

負　　債　　合　　計 　 310,199   47.0   　 309,763   45.5   △ 436       

（ 少 数 株 主 持 分 ） 　 　 　

 少　数　株　主　持　分 　 20,506    3.1    　 9,782     1.4    △ 10,724    

　 　 　

（ 資　本　の　部 ） 　 　 　

資　　　本　　　金 　 10,667    1.6    　 11,387    1.7    　 720       

資　本　準　備　金 　 4,088     0.6    　 14,451    2.1    　 10,363    

連　結　剰　余　金 　 347,204   52.6   　 352,715   51.8   　 5,511     

その他有価証券評価差額金 　 1,830     0.3    　 438       0.1    △ 1,392     

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 32,940    △ 5.0 △ 17,685    △2.6  　 15,255    

子会社の所有する親会社株式 △ 1,301     △0.2  　 -         　 1,301     

資　　本　　合　　計 　 329,548   49.9   　 361,306   53.1   　 31,758    

負債、少数株主持分及び資本合計 　 660,254   100.0  　 680,852   100.0  　 20,598    
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　連　結　損　益　計　算　書　
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

平成12年4月 1日から 平成13年4月 1日から 増減金額 対前連結

平成13年3月31日まで 平成14年3月31日まで 会計年度比

科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比

売     上      高   　 369,190   100.0  　 364,554   100.0  △ 4,636   98.7    

売   上   原   価 　 246,992   66.9  　 256,858   70.5  　 9,866   104.0   

売   上   総  利  益 　 122,198   33.1  　 107,695   29.5  △ 14,503  88.1    

販売費及び一般管理費 　 83,563    22.6  　 88,088    24.1  　 4,525   105.4   

営    業    利    益 　 38,634    10.5  　 19,607    5.4   △ 19,027  50.8    

　 　 　

営  業  外  収  益 　 8,864     2.4   　 9,664     2.6   　 800     109.0   

受 取 利 息 　 1,579     　 1,237     △ 342     78.3    

受 取 配 当 金 　 261       　 263       　 2       100.8   

固 定 資 産 貸 与 料 　 3,363     　 3,138     △ 225     93.3    

雑 収 入 　 3,661     　 5,024     　 1,363   137.2   

　 　 　

営  業  外  費  用 　 11,523    3.1   　 12,795    3.5   　 1,272   111.0   

支 払 利 息 　 4,973     　 4,827     △ 146     97.1    

貸与資産減価償却費 　 1,694     　 1,177     △ 517     69.5    

雑 損 失 　 4,851     　 6,789     　 1,938   140.0   

　 　

経    常    利    益 　 35,976    9.7   　 16,475    4.5   △ 19,501  45.8    

　 　 　

特   別   利   益 　 9,550     2.6   　 3,760     1.0   △ 5,790   39.4    

固 定 資 産 売 却 益 　 1,470     　 791       △ 679     53.8    
子 会 社 の 所 有 す る
親 会 社 株 式 売 却 益 　 7,434     　 2,478     △ 4,956   33.3    

そ の 他 　 644       　 491       △ 153     76.2    

　 　 　

特   別   損   失 　 2,688     0.7   　 4,317     1.1   　 1,629   160.6   

固 定 資 産 売 却 損 　 200       　 2,379     　 2,179   1,189.5 

固 定 資 産 除 却 損 　 1,302     　 844       △ 458     64.8    

そ の 他 　 1,185     　 1,093     △ 92      92.2    

　 　 　

税金等調整前当期純利益 　 42,838    11.6  　 15,918    4.4   △ 26,920  37.2    

法人税、住民税及び事業税 　 18,957    5.1   　 8,196     2.2   △ 10,761  43.2    

法  人  税 等 調 整 額 △ 881       △0.2 △ 2,489     △0.6 △ 1,608   282.5   

少　数　株　主　利　益 　 6,567     1.8   　 2,818     0.8   △ 3,749   42.9    

当   期   純   利   益 　 18,194    4.9   　 7,393     2.0   △ 10,801  40.6    
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　連　結　剰　余　金　計　算　書　
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

平成12年4月 1日から 平成13年4月 1日から 増減金額

平成13年3月31日まで 平成14年3月31日まで

科　目 金　　額 金　　額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 330,939        347,204         　 16,265  

　

連 結 剰 余 金 増 加 高 6              134             　 128     

持分法適用会社の合併に伴う剰余金増加高 -              134             　 134     

在外子会社の資産再評価に係る増加高 6              -               △ 6       

　

連 結 剰 余 金 減 少 高 1,935          2,016           　 81      

配 当 金 1,790          1,887           　 97      

役 員 賞 与 132            108             △ 24      

（ う ち 監 査 役 賞 与 ） 3)(            3)(             　 -       

連結子会社減少に伴う剰余金減少高 -              20              20      

持分法適用会社減少に伴う剰余金減少高 12             -               △ 12      

　

当　　期　　純　　利　　益 18,194         7,393           △ 10,801  

　

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 347,204        352,715         　 5,511   

連結貸借対照表注記

前連結会計年度 当連結会計年度

１．有形固定資産の減価償却累計額 501,312        百万円 538,370         百万円

２．受取手形割引高 922            百万円 708             百万円
３．保証債務 1,060          百万円 955             百万円
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　連結キャッシュ・フロー計算書　
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

平成12年4月 1日から 平成13年4月 1日から 増減金額
平成13年3月31日まで 平成14年3月31日まで

科　目 金　　額 金　　額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 42,838      　 15,918      △ 26,920  
減 価 償 却 費 　 40,212      　 43,843      　 3,631   
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 　 1,269       　 386         △ 883     
貸倒引当金の増減額（減少：△） 　 495         　 740         　 245     
退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 △ 53,398      　 - 　 53,398  
退職給付引当金の増減額（減少：△） 　 55,108      　 3,018       △ 52,090  
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 1,840       △ 1,501       　 339     
支 払 利 息 　 4,973       　 4,827       △ 146     
持分法による投資損益（投資利益：△） 　 677         　 776         　 99      
有 形 固 定 資 産 除 却 損 　 1,302       　 844         △ 458     
有形固定資産売却損益（売却益：△） △ 1,269       　 1,588       　 2,857   
子会社の所有する親会社株式売却益 △ 7,434       △ 2,478       　 4,956   
売上債権の増減額（増加：△） △ 6,499       　 18,370      　 24,869  
たな卸資産の増減額（増加：△） △ 12,094      △ 15,686      △ 3,592   
仕入債務の増減額（減少：△） 　 259         △ 1,946       △ 2,205   
そ の 他 　 3,481       △ 5,484       △ 8,965   
     小   計 　 68,080      　 63,218      △ 4,862   
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 　 1,830       　 1,540       △ 290     
利 息 の 支 払 額 △ 4,860       △ 4,898       △ 38      
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 16,027      △ 19,092      △ 3,065   
営業活動によるキャッシュ・フロー 　 49,023      　 40,767      △ 8,256   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　
短期貸付金の純増減額（増加：△） △ 3,782       　 9,424       　 13,206  
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 1,331       △ 5,014       △ 3,683   
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 　 2,751       　 5,841       　 3,090   
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,648       △ 1,299       　 1,349   
有価証券の償還・売却による収入 　 6,731       　 2,027       △ 4,704   
有形固定資産の取得による支出 △ 58,039      △ 50,282      　 7,757   
有形固定資産の売却による収入 　 4,967       　 2,832       △ 2,135   
無形固定資産の取得による支出 △ 1,974       △ 2,941       △ 967     
無形固定資産の売却による収入 　 38          　 4           △ 34      
投資有価証券の取得による支出 △ 4,211       △ 1,124       　 3,087   
投資有価証券の売却による収入 　 38          　 141         　 103     
連結子会社株式の追加取得による支出 △ 2,370       △ 2,293       　 77      
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △ 1,142       　 -           　 1,142   
長 期 貸 付 に よ る 支 出 △ 2           △ 5           △ 3       
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 　 11          　 5           △ 6       
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 60,964      △ 42,685      　 18,279  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　
短期借入金の純増減額（減少：△） △ 8,440       　 1,958       　 10,398  
コマーシャル・ペーパーの発行による収入 　 -           　 15,000      　 15,000  
コマーシャル・ペーパーの償還による支出 　 -           △ 10,000      △ 10,000  
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 　 422         　 6,482       　 6,060   
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 11,117      △ 12,426      △ 1,309   
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 　 10,000      　 -           △ 10,000  
少数株主への株式の払戻による支払 △ 7           　 -           　 7       
子会社の所有する親会社株式の売却による収入 　 11,340      　 3,780       △ 7,560   
配 当 金 の 支 払 額 △ 1,790       △ 1,887       △ 97      
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 865         △ 802         　 63      
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 458         　 2,103       　 2,561   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 　 1,658       　 1,924       　 266     
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ 10,741      　 2,110       　 12,851  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 　 58,089      　 47,348      △ 10,741  
Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 　 -           △ 14          △ 14      
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 　 47,348      　 49,444      　 2,096   
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ファイル名:連結財務諸表の基礎となる事項（２００１年度） 更新日時:02/05/27 14:17 印刷日時:03/02/05 16:08 

【連結財務諸表作成のための基本となる事項】 
 

1. 連結の範囲に関する事項 
  連結子会社………………………………… 104社 
主要な連結子会社は、YKK ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ、YKK U.S.A.社、YKK AP ｱﾒﾘｶ社、YKK
ﾒｷｼｺ社、YKK ﾌﾞﾗｼﾞﾙ社、YKK ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社、YKK ﾌﾗﾝｽ社、YKK ﾒﾃﾞｨﾃﾗﾈｵ社、
YKK ﾄﾙｺ社、大連 YKK ｼﾞｯﾊﾟｰ社、大連 YKK ﾌｧｽﾆﾝｸﾞ･ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ社、大連ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ･ｼﾞｯﾊﾟｰ
社、大連 YKKAP 社、上海 YKK ｼﾞｯﾊﾟｰ社、YKK ｼﾞｯﾊﾟｰ深 社、YKK AP 深 社、YKK
台湾社、YKK ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ･ｱｼﾞｱ社、YKK 東南ｱｼﾞｱ社、YKK ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ･ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ社、ｺﾞｰ
ﾙﾃﾞﾝ･ﾋﾙ･ﾀﾜｰ社、YKK ﾍﾞﾄﾅﾑ社、YKK ｼﾞﾌﾟｺ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ社、YKK ｱﾙﾐｺ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ社、YKK ｲﾝ
ﾄﾞ社、YKK ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ社、YKK ｽﾘﾗﾝｶ社、YKK ｱﾙﾐﾆｭｰﾑ・ｵｰｽﾄﾗﾘｱ社であります。  

    ① 新設により増加した連結子会社……… 4社 
    YKKニューマックス上海社、YKK AP深 社、YKKＳ＆Ｂシンガポール社、アドバン
ステック(株) 

  ② 合併により除外した連結子会社………… 1社 
ＳＰジプコ・インドネシア社（YKKジプコ・インドネシア社に吸収合併） 
③ 重要性の減少により除外した連結子会社………… 3社 
スモールウェアーズ社、YKKアイルランド社、オーナー・グロス社 

 (2) 非連結子会社…………………………………10社 
  YKK ファイナンス・オランダ社、スモールウェアーズ社、YKK アイルランド社、ファイ
ナベスト社、YKK ジッパー・エジプト社、オーナー・グロス社、YKK ニューマックス韓国
社、Y2Kホールディング社、ラマコ社、(株)ワイケイケイファイナンス 
  非連結子会社について連結の範囲から除いた理由は次のとおりである。 
  非連結子会社 10 社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及
び剰余金(持分に見合う額)はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであ
る。 
  なお、YKK スワジランド社は YKK サザン・アフリカ社に 、ジプコ・インドネシア社は

YKK ジプコ・インドネシア社に、吉田不動産(株)は YKK 不動産(株)にそれぞれ名称を変更
した。 

 
2. 持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法適用会社………………………………８社 
   非連結子会社 ３社 
    YKKファイナンス・オランダ社、ファイナベスト社、(株)ワイケイケイファイナンス 
   関連会社 ５社 
 マラヤン・ジップス社、YKK フィリピン社、YKK アーキテクチュラルプロダクツ

(株)、大阪ファスナー販売(株)、西部ファスナー(株) 
 (2) 持分法非適用会社……………………………9社 
   非連結子会社 7社 
スモールウェアーズ社、YKK アイルランド社、YKK ジッパー・エジプト社、オーナ
ー・グロス社、YKKニューマックス韓国社、Y２Kホールディング社、ラマコ社 

   関連会社 ２社 
    LYフィリピン社、(株)ニイカワポータル 
持分法を適用していない上記 9 社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外している。 
 

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 
  連結子会社のうち(株)ファスニング 21、(株)名古屋ファスナークリエーションの事業年度の
末日は１月 31 日、ワイケイケイ六甲(株)、(株)エッセン、(株)エムテック、(株)テクナー
ト、ワイケイケイ警備(株)、アドバンステック(株)の事業年度の末日は３月 31 日であり、そ
の他の連結子会社の事業年度の末日は 12 月 31 日である。連結財務諸表の作成にあたり連
結子会社は全て、確定決算財務諸表を使用しているが、事業年度の末日が 12 月 31 日及び
１月 31 日の連結子会社については、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結
上、必要な調整を行っている。 
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ファイル名:連結財務諸表の基礎となる事項（２００１年度） 更新日時:02/05/27 14:17 印刷日時:03/02/05 16:08 

  
4. 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
  a) 有 価 証 券       ： 
① 満期保有目的債券 
償却原価法（定額法） 
② その他有価証券 
時価のあるもの 
決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は、部分資本直入法により処理
し、売却原価は主として移動平均法により算定している) 
時価のないもの 
移動平均法による原価法 

  b) デリバティブ： 
時価法 

  c) たな卸資産： 
当社及び国内連結子会社は、主として移動平均法による原価法を、また、在外連結子
会社は、主として総平均法による低価法を採用している。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
    有形固定資産       ： 

当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成 10年４月１日以降取得 
した建物（附属設備を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は、主として定額
法を採用している。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 
建物及び構築物………3～55年 
機械装置及び運搬具………2～15年  

    無形固定資産： 
当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。また、在外連結子
会社は所在地国の会計基準に基づく定額法を採用している。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  a) 貸倒引当金： 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
している。 

  b) 賞与引当金： 
当社及び国内連結子会社では、従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当
期の負担額を計上している。 

  c) 退職給付引当金： 
当社及び国内連結子会社では従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 
会計基準変更時差異は、５年による均等額を費用処理している。過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理している。数理計
算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法によりそれぞれ
発生の翌連結会計年度から按分した額を費用処理することとしている。 
また、退職給付制度を有する在外連結子会社については、所在地国の会計基準におい
て認められている会計処理により計上している。 

  d) 役員退職慰労引当金： 
当社及び国内連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規によ
る期末要支給額を計上している。 

 (4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理している。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用につい
ては、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算している。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
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ファイル名:連結財務諸表の基礎となる事項（２００１年度） 更新日時:02/05/27 14:17 印刷日時:03/02/05 16:08 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法 
原則として、繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替
予約等については振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては
特例処理によっている。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 
当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の通りである。 
a. ヘッジ手段…為替予約 
ヘッジ対象…外貨建売上債権、外貨建買入債務、外貨建予定取引 

b. ヘッジ手段…金利スワップ 
ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 
リスク管理に関する内部規定に基づき為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジして
いる。 
④ ヘッジ有効性評価の方法 
為替予約等及び金利スワップについては、それぞれ振当処理及び特例処理の要件を満た
しているため、有効性の評価を省略している。 

 (7) 消費税等の会計処理の方法 
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
 (8) その他 
在外連結子会社が採用している会計基準は、それぞれの国で一般に公正妥当と認められて
いる基準によっており、その属する国の法律に基づいて資産再評価を実施した連結子会社
は、その結果得られた再評価益を連結剰余金に含めている。 

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。 
6. 連結調整勘定の償却に関する事項 
  連結調整勘定の償却については、10 年間の均等償却を行っている。ただし、金額の僅少で
あるものは、発生会計年度において全額償却している。 

7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
  連結剰余金計算書は連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に
基づいて作成している。 

8. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き
出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について、僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 
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ファイル名:注記Ⅰ 更新日時:02/05/27 14:51 印刷日時:03/02/05 16:18 

【連結キャッシュ・フロー計算書関係】 
 (単位：百万円) 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

(平成13年３月31日現在) 

現金及び預金 50,790   

有価証券 2,119   

計 52,909   

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金他 

△5,561   

現金及び現金同等物 47,348   
 

1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

(平成14年３月31日現在) 

現金及び預金 51,697   

有価証券 1,869   

計 53,566   

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金他 

△4,121   

現金及び現金同等物 49,444   
 

2. 重要な非資金取引の内容 

該当取引なし 

2. 重要な非資金取引の内容 

同左 
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ファイル名:注記Ⅰ 更新日時:02/05/27 14:51 印刷日時:03/02/05 16:18 

【リース取引関係】 
（借主側） (単位：百万円) 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

機械装置 
及び運搬具 

108 45 62 

(有形固定資産) 
その他 

1,868 1,114 754 

合計 1,976 1,159 816 

 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

(有形固定資産) 
その他 

1,941 1,116 825 

合計 1,941 1,116 825 

 

  

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 390 

１年超 426 

合計 816 
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 359 

１年超 465 

合計 825 
 

 (3) 支払リース料等 

支払リース料 532 

減価償却費相当額 532 
 

 (3) 支払リース料等 

支払リース料 440 

減価償却費相当額 440 
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

(注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高相当額が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 

(注) 同左 

2. オペレーティング・リース取引 

    未経過リース料 

１年内 50 

１年超 21 

合計 72 
 

2. オペレーティング・リース取引 

    未経過リース料 

１年内 75 

１年超 121 

合計 197 
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ファイル名:注記Ⅰ 更新日時:02/05/27 14:51 印刷日時:03/02/05 16:18 

  
（貸主側） (単位：百万円) 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及

び期末残高 

 取得価額 
減価償却 
累計額 

期末残高 

機械装置 
及び運搬具 

5 4 0 

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及

び期末残高 

 取得価額 
減価償却 
累計額 

期末残高 

機械装置 
及び運搬具 

― ― ― 

 
  
 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 0 

１年超 0 

合計 0 
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 ― 

１年超 ― 

合計 ― 
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定している。 

(注) ― 

 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 0 

減価償却費 0 
 

 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 0 

減価償却費 0 
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ファイル名:注記Ⅱ 更新日時:02/05/27 14:13 印刷日時:03/02/05 16:20 

【有価証券関係】 

当連結会計年度 

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成14年３月31日現在）        （単位：百万円） 

区  分 
連結貸借対照表 

計 上 額 
時 価 差 額 

（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの） 

①国債・地方債等 

②社債 

③その他 

 

62 

16 

117 

 

65 

16 

122 

 

2 

0 

5 

小 計 197 205 7 

（時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの） 

①国債・地方債等 

②社債 

③その他 

 

4 

－ 

50 

 

4 

－ 

50 

 

0 

－ 

0 

小 計 55 55  0 

合  計 252 260 7 

 

2. その他有価証券で時価のあるもの（平成14年３月31日現在）          （単位：百万円） 

区  分 取得原価 
連結貸借対照表 

計 上 額 
差 額 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの） 

①株式 

②債券 

  国債・地方債等 

  社債 

その他 

③その他 

 

2,049 

 

68 

－ 

－ 

－ 

 

2,789 

 

69 

－ 

－ 

－ 

 

740 

 

0 

－ 

－ 

－ 

小 計 2,117 2,858 740 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの） 

①株式 

②債券 

  国債・地方債等 

  社債 

その他 

③その他 

 

6,129 

 

92 

－ 

1,111 

－ 

 

4,060 

 

91 

－ 

1,102 

－ 

 

△ 2,068 

 

0 

－ 

△9 

－ 

小 計 7,333 5,254 △ 2,078 

合  計 9,451 8,113 △1,337 

 

3. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日） 

  売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

4. 時価のない主な有価証券の内容（平成14年３月31日現在） 

  その他有価証券                  （単位：百万円） 

内  容 連結貸借対照表計上額 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 11,429 

 

5. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成14年３月31日現在） 

                                       （単位：百万円） 
区  分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

①債券 

   国債・地方債 

   社債 

   その他 

②その他 

 

38 

－ 

35 

－ 

 

57 

16 

1,287 

－ 

 

42 

－ 

42 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

合  計 73 1,362 84 － 
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ファイル名:注記Ⅱ 更新日時:02/05/27 14:13 印刷日時:03/02/05 16:20 

【デリバティブ取引関係】 

 

1. 取引の状況に関する事項 

 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

(1) 取引の内容 

当社及び当社の関係会社の一部は、為替予約、

通貨オプション及び金利スワップ取引を利用し

ている。 

(2) 取引に対する取組方針 

  当社及び当社の関係会社の一部は、為替変動

リスク及び金利変動リスクをヘッジするため

に実需の範囲内でデリバティブ取引を行うと

いう基本方針に従い取り組んでいる。 

(3) 取引の利用目的 

  当社及び当社の関係会社の一部は、為替予約

取引は輸出入取引などに係わる為替変動リス

クに備える目的で利用し、金利スワップ取引

は変動金利支払の借入金に係わる将来の金利

上昇がキャッシュフローに及ぼすリスクに備

える目的で利用している。 

(4) 取引に係わるリスクの内容 

  当社及び当社の関係会社の一部が利用してい

る為替予約取引及び金利スワップ取引は、為

替変動リスク及び金利変動リスクの市場リス

クを有しているが、これらの取引は、連結貸

借対照表上の資産・負債の有するリスクを相

殺するようにしているためこれらの取引のも

たらすリスクは重要なものではない。なお、

デリバティブ取引の相手方は、信用度の高い

金融機関に限られており、相手方の契約不履

行による信用リスクはほとんどないと認識し

ている。 

(5) 取引に係わるリスク管理体制 

  デリバティブ取引の実行及び管理は、当社で

は財務部が、当社の関係会社ではそれぞれの

当該管理部門が、グループ内規定に従い行っ

ているが、営業取引に係わる為替予約取引の

一部は事業部などと事前に協議を行ってい

る。 

(6) 定量的情報の補足説明 

  為替予約取引の内、期末に売掛金等債権債務

に振り当てたことにより、当該外貨建債権債

務などの換算を通じて連結財務諸表に計上さ

れているものは、時価などの開示の対象に含

めていない。 

(1) 取引の内容 

  当社及び当社の関係会社の一部は、為替予約

及び金利スワップ取引を利用している。 

(2) 取引に対する取組方針 

  同左 

 

 

 

 

(3) 取引の利用目的 

  同左 

 

 

 

 

 

(4) 取引に係わるリスクの内容 

  同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 取引に係わるリスク管理体制 

  同左 

 

 

 

 

 

(6) 定量的情報の補足説明 

  同左 
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ファイル名:注記Ⅱ 更新日時:02/05/27 14:13 印刷日時:03/02/05 16:20 

2. 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

      (単位：百万円) 

前連結会計年度 
（平成13年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成14年３月31日現在） 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

区分 種類   うち１年超     うち１年超   

為替予約取引         

 売建         

  米ドル 3,766  4,428 △661 1,822  1,995 △173 

 買建         

  円 63  60 △3 4  4 0 

  米ドル 122  122 △0 51  52 0 

  豪ドル 585  589 3 660  687 26 

市場
取引
以外
の取
引 

  英ポンド 169  179 10    ―   ―    ―   ― 

合計 ―  ―  ―   △651    ― ―  ―  △145 

 

前連結会計年度 
平成13年３月31日現在 

 当連結会計年度 
平成14年３月31日現在 

(注)1. 期末の時価は先物為替相場により算定し

ている。 

  2. ヘッジ会計が適用されているものについ

ては、記載対象から除いている。 

 (注)1. 同左 

 

2. 同左 
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ファイル名:注記Ⅱ 更新日時:02/05/27 14:13 印刷日時:03/02/05 16:20 

【退職給付関係】 

 

当連結会計年度 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、主として厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設け 

ており、一部の国内連結子会社では適格退職年金制度を設けている。当厚生年金基金は、昭和42年10月１日に

設立されている。 

なお、一部の海外子会社でも退職給付制度を設けている。 

2. 退職給付債務に関する事項（平成14年３月31日現在） 

（単位：百万円） 

イ．退職給付債務 △141,489  

ロ．年金資産 68,481  

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △73,007  

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 1,122  

ホ．未認識数理計算上の差異 17,046  

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額）(注)２ △3,541  

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △58,379  

チ．前払年金費用 －  

リ．退職給付引当金（ト－チ） △58,379  

（注）1．厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。 

   2．退職一時金制度の変更により、過去勤務債務が発生している。 

3．一部の子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用している。 

3. 退職給付費用に関する事項（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日） 

（単位：百万円） 

イ．勤務費用（注）1 6,606  

ロ．利息費用 5,184  

ハ．期待運用収益 △2,733  

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額（注）2 374  

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 815  

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △300  

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 9,946  

（注）1．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。 

2．特別損失として計上している。 

3．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上している。 

4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ．割引率 4.0％ 

ハ．期待運用収益率 4.0％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 14年～15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額

法による。） 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 14年～15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額

法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から按分した額を

費用処理することとしている。） 

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 ５年 
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ファイル名:注記Ⅱ 更新日時:02/05/27 14:13 印刷日時:03/02/05 16:20 

【税効果会計関係】 
 

前連結会計年度 
（平成13年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成14年３月31日現在） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(単位：百万円) 

 繰延税金資産   

  退職給与引当金 15,812  

  未実現利益 4,448  

  繰越欠損金 2,694  

  その他 4,529  

 繰延税金資産合計 27,484  

 繰延税金負債   

  減価償却費 △5,921  

  その他 △2,844  

 繰延税金負債合計 △8,766  

 繰延税金資産の純額 18,718  
 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(単位：百万円) 

 繰延税金資産   

  退職給付引当金 17,597  

  未実現利益 4,485  

  繰越欠損金 3,351  

  その他 5,468  

 繰延税金資産小計 30,902  

 評価性引当額 △655  

 繰延税金資産合計 30,247  

 繰延税金負債   

  減価償却費 △5,241  

  その他 △2,950  

 繰延税金負債合計 △8,191  

 繰延税金資産の純額 22,055        

  
（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下
の項目に含まれている。 

    流動資産 ― 繰延税金資産  5,857 
    固定資産 ― 繰延税金資産  24,389 
        流動負債 ― 繰延税金負債  1,496 
    固定負債 ― 繰延税金負債   6,695 

 
 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差が、法定実効税率の100分の5以下
であるため、連結財務諸表規則第15条の5第3項
に基づき、記載を省略している。 

  

   

   

   

  

 
 

 
 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
  

(単位：％) 

 当社の法定実効税率 41.0  

 (調整)   
  子会社が適用する税率差
による利益 

△14.7  

  間接外国税額控除 △15.1  

  受取配当金の消去 15.3  

  評価性引当額 4.1  

  永久差異に該当する項目 3.2  

  その他 2.1  

 税効果会計適用後の法人税
等の負担率 

35.9  

 

3. 在外子会社における当期の税率変更により、繰延税

金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金

額）が179百万円減少し、当期費用計上された法人

税等の金額が同額増加している。 
  

3. 在外子会社における当期の税率変更により、繰延税

金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金

額）が14百万円減少し、当期費用計上された法人

税等の金額が同額増加している。 
  

  

4. 連結決算日後に在外子会社において法人税率の引き

下げが行われた。この引き下げにより繰延税金負

債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）

が25百万円減少し、翌期費用計上される法人税等

の金額が同額減少することになる。 
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【セグメント情報】

１.事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（平成12年４月１日～平成13年３月31日） （単位:百万円）

ファスニング 建　材 その他 合　計 消去又は全社 連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売      上      高

(1)外 部 売 上 高 195,339   164,464   9,386     369,190   -         369,190   
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

127       33        45,331    45,493    45,493)(   -         

計 195,467   164,497   54,718    414,683   45,493)(   369,190   

 営    業    費    用 160,195   157,989   49,262    367,447   36,891)(   330,556   

営    業    利    益 35,272    6,508     5,455     47,236    8,601)(    38,634    

Ⅱ 資産、減価償却費

　 及び資本的支出

資              産 253,121   192,052   169,938   615,112   45,141    660,254   

減  価  償  却  費 20,964    13,619    3,283     37,866    2,345     40,212    

資  本  的  支  出 39,468    15,584    6,949     62,002    1,525)(    60,477    

当連結会計年度（平成13年４月１日～平成14年３月31日） （単位:百万円）

ファスニング 建　材 その他 合　計 消去又は全社 連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売      上      高

(1)外 部 売 上 高 198,113   157,992   8,448     364,554   -         364,554   
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

415       69        36,989    37,474    37,474)(   -         

計 198,529   158,061   45,437    402,028   37,474)(   364,554   

 営    業    費    用 177,704   155,136   43,004    375,845   30,898)(   344,947   

営    業    利    益 20,824    2,925     2,433     26,182    6,575)(    19,607    

Ⅱ 資産、減価償却費

　 及び資本的支出

資              産 283,981   207,003   171,203   662,187   18,664    680,852   

減  価  償  却  費 24,916    14,235    3,747     42,900    943       43,843    

資  本  的  支  出 35,242    14,657    3,291     53,191    811)(      52,379    

(注) 1.　事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。
　　 2.　各事業の主な製品
　　 　(1) ファスニング ……… 各種ファスナー、ファスナー用部品、ファスナー材料、スナップ・ファスナー、
　　　　　                     ボタンほか
　　　 (2) 建材 ………………… 住宅用サッシ、ビル用サッシ、室内建具、エクステリア、形材製品、建材用部品
　　　 (3) その他の事業 ……… ファスニング加工用機械、建材加工用機械、不動産ほか
　　 3.　営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は6,697百万円であり、当社
　　　　 の研究開発本部、総務部・経理部等の管理部門に係わる費用である。
　　 4.　資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は262,528百万円であり、その主なもの
　　　　 は当社の余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発本部、管理部門に
　　　　 係る資産である。
　　 5. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれている。
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２.所在地別セグメント情報

前連結会計年度（平成12年４月１日～平成13年３月31日） （単位:百万円）

日本 北米 欧州 アジア その他 合　計 消去又は全社 連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
 売      上      高

(1)外 部 売 上 高 201,809 51,898  29,964  66,756  18,761  369,190 -        369,190 
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

43,419  7,178   1,731   4,497   7,102   63,929  63,929)(  -       

計 245,229 59,076  31,696  71,253  25,864  433,120 63,929)(  369,190 

 営    業    費    用 222,751 53,350  29,163  60,682  21,677  387,626 57,070)(  330,556 

営    業    利    益 22,477  5,725   2,533   10,570  4,186   45,493  6,859)(   38,634  

Ⅱ 資産 299,603 54,576  35,692  120,924 39,022  549,818 110,436  660,254 

当連結会計年度（平成13年４月１日～平成14年３月31日） （単位:百万円）

日本 北米 欧州 アジア その他 合　計 消去又は全社 連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
 売      上      高

(1)外 部 売 上 高 177,912 53,851  32,232  79,297  21,260  364,554 -        364,554 
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

34,969  5,117   2,488   5,023   8,354   55,953  55,953)(  -       

計 212,882 58,969  34,721  84,320  29,614  420,508 55,953)(  364,554 

 営    業    費    用 204,746 59,263  32,917  77,040  23,972  397,941 52,993)(  344,947 

営    業    利    益 8,135   △ 294 1,803   7,280   5,641   22,567  2,960)(   19,607  

Ⅱ 資産 297,172 64,348  40,945  148,018 45,083  595,568 85,283   680,852 

(注) 1.　国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域
　　　 (1) 国または地域の区分の方法……地理的近接度によっている。
　　　 (2) 各区分に属する主な国または地域
　　　 　①　北米………………アメリカ、カナダほか
　　　 　②　欧州………………イギリス、ドイツほか
　　　 　③　アジア……………中国、インドネシアほか
　　　 　④　その他の地域……ブラジル、オーストラリアほか
　　 2.　営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は6,697百万円であり、当社
  　　　 の研究開発本部、総務部・経理部等の管理部門に係る費用である。
　　 3.　資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は262,528百万円であり、その主なものは
   　　　当社の余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発本部、管理部門に
　　　　 係る資産である。

３.海外売上高
前連結会計年度（平成12年４月１日～平成13年３月31日） （単位:百万円）

計
Ⅰ　海外売上高 176,853 
Ⅱ　連結売上高 369,190 
Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 47.9

当連結会計年度（平成13年４月１日～平成14年３月31日） （単位:百万円）

計
Ⅰ　海外売上高 194,296 
Ⅱ　連結売上高 364,554 
Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 53.3

(注) 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額である。
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   平成 １４ 年 ３ 月期     個別財務諸表の概要      平成１４年５月２８日 
 

会 社 名    ＹＫＫ株式会社                       上 場 の 有 無      非上場 

本 社 所 在 地             東京都千代田区神田和泉町１番地 

問 合 せ 先    責任者役職名    経理部長 

                       氏        名   宮村 久夫         ＴＥＬ  (03)3864-2083又は(0765)54-8103 

決算取締役会開催日    平成１４年４月２４日                    中間配当制度の有無       無 

定時株主総会開催日    平成１４年６月２７日                          単元株制度採用の有無  無 

 

１．平成１４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

  （１）経営成績                                    （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 
 

 

 平成１４年３月期 

 平成１３年３月期 

              百万円      ％ 

   １９１，８２４（△１３．６） 

   ２２２，１３０（  ６．１） 

            百万円      ％ 

 △１，６５３（    －） 

  ９，９７６（△２８．１） 

            百万円      ％ 

  ６，４２０（△６０．８） 

 １６，３７３（△１０．５） 

 
 

 
 
 当期純利益 

 

１株当たり 

当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 
 

 

 平成１４年３月期 

 平成１３年３月期 

              百万円      ％ 

     ４，９２０（△４８．０） 

     ９，４５９（△１２．７） 

               円 

    ４，４６２ 

    ８，８６７ 

         ％ 

   １．８ 

   ３．７ 

          ％ 

    １．３ 

    ３．４ 

         ％ 

   ３．３ 

   ７．４ 

 
 

 

    （注）  １．期中平均株式数     平成１４年３月期 １,１０２,７４６株 

                                    平成１３年３月期 １,０６６,７４６株 

 ２．会計処理の方法の変更    なし 

３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

  （２）配当状況 

       １株当たり年間配当金 
 
 

   中     間   期     末 

   配当金総額 

   （年  間） 

配当性向 

 

株 主 資 本 

配 当 率 

 
 

 

 平成１４年３月期 

 平成１３年３月期 

          円 

 １，８００ 

 １，８００ 

          円 

         － 

         － 

          円 

 １，８００ 

 １，８００ 

         百万円 

  ２，０４９ 

  １，９２０ 

           ％ 

    ４１．７ 

    ２０．３ 

           ％ 

     ０．７ 

     ０．７ 

 
 

 

 

  （３）財政状態 
 
 総 資 産 

 

株 主 資 本 

 

株主資本比率 

 

１株当たり 

株 主 資 本 

 
 

 
              百万円               百万円                ％             千円 

 
 

 
  平成１４年３月期 

 平成１３年３月期 

  ４９１，３７２ 

  ４８３，１５１ 

  ２７６，５６７ 

  ２６３，９０７ 

       ５６．３ 

       ５４．６ 

      ２４２ 

      ２４７ 

 
 

 

    (注)期末発行済株式数     平成１４年３月期           １,１３８,７４６株 

                                  平成１３年３月期          １,０６６,７４６株 

           

                     23



　比　較　貸　借　対　照　表　

（単位：百万円）

期　別 前会計年度 当会計年度

（平成13年３月31日現在） （平成14年３月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　資　産　の　部　） ％ ％

 流　　動　　資　　産 　 166,341   34.4   　 157,824   32.1   △ 8,517     

現 金 及 び 預 金 　 20,774    　 18,320    △ 2,454     

受取手形及び売掛金 　 67,346    　 48,663    △ 18,683    

有 価 証 券 　 1,954     　 1,492     △ 462       

た な 卸 資 産 　 36,248    　 52,091    　 15,843    

繰 延 税 金 資 産 　 1,749     　 1,324     △ 425       

短 期 貸 付 金 　 36,132    　 31,201    △ 4,931     

そ の 他 　 2,533     　 4,917     　 2,384     

貸 倒 引 当 金 △ 398       △ 188       　 210       

　 　 　

 固　　定　　資　　産 　 316,809   65.6   　 333,548   67.9   　 16,739    

有 形 固 定 資 産 　 164,698   34.1   　 161,207   32.8   △ 3,491     

建 物 及 び 構 築 物 　 84,483    　 82,129    △ 2,354     

機械装置及び運搬具 　 43,027    　 42,619    △ 408       

土 地 　 30,287    　 30,287    　 -         

建 設 仮 勘 定 　 1,153     　 414       △ 739       

そ の 他 　 5,746     　 5,755     　 9         

　 　 　

無 形 固 定 資 産 　 1,986     0.4    　 2,940     0.6    　 954       

ソ フ ト ウ ェ ア 　 1,409     　 1,827     　 418       

そ の 他 　 576       　 1,113     　 537       

　 　 　

投資その他の資産 　 150,125   31.1   　 169,400   34.5   　 19,275    

投 資 有 価 証 券 　 13,889    　 10,572    △ 3,317     

関 係 会 社 株 式 　 84,488    　 107,303   　 22,815    

関係会社長期貸付金 　 37,100    　 33,050    △ 4,050     

繰 延 税 金 資 産 　 13,350    　 16,875    　 3,525     

そ の 他 　 1,455     　 1,697     　 242       

貸 倒 引 当 金 △ 158       △ 98        　 60        

　 　 　

資　　産　　合　　計 　 483,151   100.0  　 491,372   100.0  　 8,221     
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（単位：百万円）

期　別 前会計年度 当会計年度

（平成13年３月31日現在） （平成14年３月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　負　債　の　部　） ％ ％

 流　　動　　負　　債 　 98,998    20.5   　 107,017   21.8   　 8,019     

支払手形及び買掛金 　 32,431    　 30,613    △ 1,818     

短 期 借 入 金 　 11,800    　 11,395    △ 405       

一年内返済予定の長期借入金 　 5,681     　 7,111     　 1,430     

コマーシャル・ペーパー  - 　 5,000     　 5,000     

一 年内償還予定の社債  - 　 10,000    　 10,000    

未 払 法 人 税 等 　 3,182     　  - △ 3,182     

賞 与 引 当 金 　 7,067     　 5,972     △ 1,095     

従 業 員 等 預 り 金 　 21,913    　 22,752    　 839       

そ の 他 　 16,922    　 14,172    △ 2,750     

　 　 　

 固　　定　　負　　債 　 120,245   24.9   　 107,787   21.9   △ 12,458    

社 債 　 50,000    　 40,000    △ 10,000    

長 期 借 入 金 　 15,956    　 10,845    △ 5,111     

退 職 給 付 引 当 金 　 50,163    　 52,835    　 2,672     

役員退職慰労引当金 　 569       　 583       　 14        

そ の 他 　 3,555     　 3,522     △ 33        

　 　 　

負　　債　　合　　計 　 219,244   45.4   　 214,804   43.7   △ 4,440     

（ 資　本　の　部 ） 　 　 　

資　　　本　　　金 　 10,667    2.2    　 11,387    2.3    　 720       

資　本　準　備　金 　 4,088     0.8    　 14,451    2.9    　 10,363    

利　益　準　備　金 　 2,666     0.6    　 2,666     0.6    -         

その他の剰余金 　 244,660   50.6   　 247,626   50.4   　 2,966     

その他有価証券評価差額金 　 1,824     0.4    　 435       0.1    △ 1,389     

資　　本　　合　　計 　 263,907   54.6   　 276,567   56.3   　 12,660    

負債資本合計 　 483,151   100.0  　 491,372   100.0  　 8,221     

前会計年度 当会計年度
(注) 1.有形固定資産の減価償却累計額 348,515 356,672
2.受取手形割引高 - -
3.保証債務 13,572 11,790
　保証予約および経営指導念書等 9,053 8,433
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　比　較　損　益　計　算　書　
（単位：百万円）

期　別 前会計年度 当会計年度

平成12年4月 1日から 平成13年4月 1日から 増減金額 対前会計

平成13年3月31日まで 平成14年3月31日まで 年度比

科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比

売     上      高 　 222,130   100.0 　 191,824   100.0 △ 30,306  86.4    

売   上   原   価 　 174,748   78.7  　 154,192   80.4  △ 20,556  88.2    

売   上   総  利  益 　 47,381    21.3  　 37,631    19.6  △ 9,750   79.4    

販売費及び一般管理費 　 37,405    16.8  　 39,285    20.5  　 1,880   105.0   

営    業    利    益 　 9,976     4.5    - △ 9,976   -       

営    業    損　　失 　  - 1,653     △ 0.9 △ 1,653   -

　 　 　

営  業  外  収  益 　 12,566    5.7   　 15,152    7.9   　 2,586   120.6   

受 取 利 息 　 1,623     　 1,123     △ 500     69.2    

受 取 配 当 金 　 4,190     　 6,460     　 2,270   154.2   

固 定 資 産 貸 与 料 　 2,697     　 2,352     △ 345     87.2    

雑 収 入 　 4,055     　 5,215     　 1,160   128.6   

　 　 　

営  業  外  費  用 　 6,169     2.8   　 7,078     3.7   　 909     114.7   

支 払 利 息 　 2,032     　 1,727     △ 305     85.0    

貸与資産減価償却費 　 1,627     　 1,154     △ 473     70.9    

雑 損 失 　 2,509     　 4,195     　 1,686   167.2   

　 　

経    常    利    益 　 16,373    7.4   　 6,420     3.3   △ 9,953   39.2    

　 　 　

特   別   利   益 　 139       0.1   　 282       0.1   　 143     202.9   

貸倒引当金戻入額 　 136       　 269       　 133     197.8   

固 定 資 産 売 却 益 　 2         　 13        　 11      650.0   

　 　 　

特   別   損   失 　 1,933     0.9   　 1,318     0.7   △ 615     68.2    

固 定 資 産 売 却 損 　 12        　 21        　 9       175.0   

固 定 資 産 除 却 損 　 1,595     　 972       △ 623     60.9    

会計基準変更時差異費用処理額 　 325       　 325       　 -       100.0   

　 　 　

税引前当期純利益 　 14,579    6.6   　 5,384     2.8   △ 9,195   36.9    

法人税、住民税及び事業税 　 7,200     3.2   　 2,600     1.3   △ 4,600   36.1    

法  人  税 等 調 整 額 △ 2,080     △0.9 △ 2,135     △1.1 △ 55      102.6   

当   期   純   利   益 　 9,459     4.3   　 4,920     2.6   △ 4,539   52.0    
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　比 較 利 益 処 分 案　

（単位：百万円）

期　別
当会計年度 増減金額

科　目 金　　額 金　　額

当期未処分利益 10,455         5,918          △ 4,537          
　

任意積立金取崩額 117            107            △ 10             
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 116            106            △ 10             
海外投資等損失積立金取崩額 1              1              　 -              

　
利益処分額 9,575          5,006          △ 4,569          
配 当 金 1,920          2,049          　 129            
役 員 賞 与 35             15             △ 20             
（うち監査役賞与） 3)(            3)(            　 (    -)
任 意 積 立 金 7,620          2,941          △ 4,679          

　
次期繰越利益 997            1,019          　 22             

前会計年度
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【重要な会計方針】 
 
1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券   ……… 償却原価法(定額法) 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法 
 
 (3) その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は、部分資本直入法により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定している) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 

2. デリバティブ 

   時 価 法 

 

3. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・半製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 … 移動平均法による原価法 
 
 

4. 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産………定 率 法 

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を採用している。なお、主 

    な耐用年数は下記のとおりである。 

     建物     … 3～50年 

     機械及び装置 … 5～15年 

   無形固定資産………定 額 法 

     ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用して

いる。 

 

5. 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ 
 いては個別に回収可能性を検討し、回収可能見込額を計上している。 

 (2) 賞与引当金 

   従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上している。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。会

計基準変更時差異は５年による均等額を費用処理している。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間による定額法により費用処理している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしている。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく当期末要支給額を計上している。 

 

6. リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

7. ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   原則として、繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当処

理によっている。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりである。 

   ヘッジ手段…為替予約 

   ヘッジ対象…外貨建売上債権、外貨建買入債務、外貨建予定取引 
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(3) ヘッジ方針 

   リスク管理に関する内部規定に基づき為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしている。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約等については、振当処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略している。 

 

8. 消費税等の会計処理の方法 

   消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

 
【リ ー ス 取 引 関 係】 

(単位：百万円) 

摘           要 
前 会 計 年 度 

( 自 平成12年４月１日  ) 至 平成13年３月31日
 

当 会 計 年 度 

( 自 平成13年４月１日  ) 至 平成14年３月31日
 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

1. リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

1. リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減 価 
償 却 
累計額
相当額 

期末残高
相 当 額 

工具、器具
及 び 備 品 

1,580 979 600 

車両及びそ
の他の陸上
運 搬 具 

3 1 2 

合 計 1,583 980 602 

 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減 価 
償 却 
累計額
相当額 

期末残高
相 当 額 

工具、器具
及 び 備 品 

1,599 975 623 

車両及びそ
の他の陸上
運 搬 具 

3 1 1 

合 計 1,602 977 625 

 
 2. 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 311 

 １ 年 超 291 

 合   計 602 
 

2. 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 324 

 １ 年 超 300 

 合   計 625 
 

 3. 支払リース料等 

支 払 リ ー ス 料 450 

減価償却費相当額 450 
 

3. 支払リース料等 

支 払 リ ー ス 料 382 

減価償却費相当額 382 
 

 4. 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

4. 減価償却費相当額の算定方法 

 同     左 

 (注) 取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高相当額が有形

固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

(注) 同     左 

 
 

【有価証券関係】 

前事業年度(自平成12年４月１日  至平成13年３月31日)及び当事業年度(自平成13年４月１日 至平成14年３月31 

日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 
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【税効果会計関係】 

 

前 会 計 年 度 当 会 計 年 度 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(単位：百万円) 

  繰 延 税 金 資 産  

   賞与引当金損金算入限度超過額 1,445 

   未 払 事 業 税 否 認 331 

   退職給付引当金損金算入限度超過額 14,721 

   減 価 償 却 費 償 却 超 過 額 306 

   そ の 他 68 

  繰 延 税 金 資 産 合 計 16,873 

  繰 延 税 金 負 債  

   特 別 償 却 積 立 金 △279 

   棚卸資産に含まれる損金算入限度 
   超 過 額 

△219 

投 資 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △1,267 

   そ の 他 △6 

  繰 延 税 金 負 債 合 計 △1,773 

  繰 延 税 金 資 産 の 純 額 15,100 
  

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(単位：百万円) 

  繰 延 税 金 資 産  

   賞与引当金損金算入限度超過額 1,427 

   退職給付引当金損金算入限度超過額 16,093 

   投 資 有 価 証 券 評 価 損 927 

   減 価 償 却 費 償 却 超 過 額 277 

   そ の 他 251 

  繰 延 税 金 資 産 合 計 18,979 

  繰 延 税 金 負 債  

   特 別 償 却 積 立 金 △238 

   棚卸資産に含まれる損金算入限度 
   超 過 額 

△233 

   そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △302 

   そ の 他 △2 

  繰 延 税 金 負 債 合 計 △778 

  繰 延 税 金 資 産 の 純 額 18,200 
  

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(単位：％) 

  法定実効税率 41.0 

   (調整)  

    交際費等永久に損金に算入され 
    な い 項 目 

0.5 

    受取配当金等永久に益金に算入 
    さ れ な い 項 目 

△0.3 

    間 接 外 国 税 額 控 除 △6.7 

    住 民 税 均 等 割 0.3 

    そ の 他 0.3 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.1 

  

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(単位：％) 

  法定実効税率 41.0 

   (調整)  

    交際費等永久に損金に算入され 
    な い 項 目 

1.2 

    受取配当金等永久に益金に算入 
    さ れ な い 項 目 

△3.0 

    間 接 外 国 税 額 控 除 △28.5 

    住 民 税 均 等 割 0.9 

    そ の 他 △3.0 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.6 
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【重要な後発事象】 
 

前 会 計 年 度 

( 至 平成13 ３月31日
自 平成12年４月１日 

 ) 年
 

当 会 計 年 度 

( 至 平成14 ３月31日
自 平成13年４月１日 

 ) 年
 

 

                   

当社は平成14年５月21日開催の取締役会において、Ｙ
ＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱を完全子会社とす
る旨の株式交換契約について決議し、同日付で株式交換
契約を締結した。 
株式交換の概要は以下のとおりである。 
(1) 株式交換の内容 
当社は、ＹＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱
と商法第352条ないし第363条に定める方法により
株式交換を行う。 

(2)株式交換の日 
平成１４年１０月１日 

(8)ＹＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱の概要 
（平成１４年１月３１日現在） 
代表者    吉田 忠裕 
資本金   1,012百万円 
住 所   東京都千代田区神田和泉町１番地 
事業内容 建材製品の製造、販売及び施工 

(9)ＹＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱の資産・負
債の状況（平成１４年１月３１日現在） 
流動資産 151,905百万円   流動負債  132,876百万円 

固定資産  17,835 〃     固定負債   23,692 〃  

資産合計  169,741百万円    計      156,568百万円 

資  本   13,172 〃   

                   資本負債合計 169,741百万円 
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【役員の異動】 （平成１４年６月２７日付予定） 

 

    １．代表者の異動 

     該当事項はありません。 

 

  ２．その他の役員の異動 

（１）新任取締役候補 

        該当事項はありません。 

    （２）退任予定取締役 

        取 締  役           吉崎 秀雄 

    （３）新任監査役候補 

        該当事項はありません。 

    （４）退任予定監査役 

        該当事項はありません。 
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